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  封建的諸義務償却一時金の６種目別合計額
 封建的諸義務償却一時金の合計額
第１０節 封建的諸義務償却一時金の種目別・村別合計額
  封建的諸義務償却一時金の６種目別合計額
騎士領リンバッハに関して本稿が検討した全国委員会文書は８編であり，償却の対象となった義務
の圧倒的大部分は，騎士領領主支配下の領民を義務者とする領主制地代であった．しかし，その８編
の中には，騎士領領主を義務者とする１編，第６８３４号（第８節）も含まれていた．そこで，償却の対
象となった諸義務のすべてを，すなわち，領民を義務者とするものと騎士領領主を義務者とするもの
とを，一括して，封建的諸義務と総称することにしよう．
これらの封建的諸義務の償却に関する協定の締結と全国委員会による承認の年を付けて，文書番号
順に見ると，８編の協定は１８３７年締結・３８年承認の第９０２号（本稿第５節・建築賦役），１８３８年締結・
３９年承認の第１１６３号（第６節・賦役），１８３９年締結・４０年承認の第１６５９号（第２節・賦役）と第１６６０
号（第３節・賦役と現物貢租），１８４７年締結・承認の第６４７０号（第７節・保有移転貢租），１８４８年締
結・承認の第６８３４号（第８節・放牧権と地役権．ただし，上記のように義務者は騎士領領主であっ
た），１８５１年締結・承認の第８１７３号（第４節・保有移転貢租）および１８５３年締結・５４年承認の第１０６７７
号（第９節・貨幣貢租）である．
《資 料》
騎士領リンバッハ（西ザクセン）における
領主制地代の償却（７・完）
岡山大学経済学会雑誌３９（２），２００７，６９～８５
－６９－
本稿第２－第９節の検討結果に基づいて，まず当騎士領における封建的諸義務の種目別償却一時金
合計額（ただし，貨幣貢租の場合には想定償却一時金額）の算出を試みよう．そのために以下を想定
することにする．第１に，当騎士領のすべての領主制地代は，第６８３４号を除く７協定によって，償却
された（１）．第２に，全国委員会は償却の提議・決済種目を，賦役，現物貢租，保有移転貢租，貨幣貢
租，放牧権，狩猟権，その他の地役権，製粉強制権とビール販売権の９種目に区分して，公表してい
る（２）．本稿では，全国委員会に倣って，建築賦役を通常の賦役と同一視しよう．また，第１６６０号で償
却された「賦役」は，第３節で述べた理由から，手賦役と見なす．その結果として，当騎士領に関連
する封建的諸義務は， 賦役，現物貢租，保有移転貢租，貨幣貢租，放牧権，その他の地
役権（以下では地役権と略記）の６種目となる．ただし，第６８３４号はとを一括して，償却の対象
としている．
当騎士領に関する封建的諸義務償却一時金を種目別に合計しようとすると，その間の１８４１年におけ
る貨幣制度の改革が考慮されねばならない（３）．すなわち，１８４０年鋳貨法は，鋳貨単位の名称ター
ラー，グロッシェンとプフェニヒを旧来のまま存続させたけれども，それぞれの金含有量を２７９％
減量させた．そのために，本節はターラー，グロッシェン，プフェニヒを４０年の新制度以前について
はそれぞれ AT，AG，APと記し，それ以後については NT，NG，NPと記すことにした．そして，
以下の方法で封建的諸義務償却一時金額の概算値を求めよう． 旧貨幣制度による４協定（したがっ
て，３９年に締結され，４０年に承認された第１６５９号と第１６６０号を含む）については，旧鋳貨単位の種目
別・村別償却一時金額を，AP額を切り捨てた後，旧鋳貨と新鋳貨の換算表である４０年鋳貨法施行
令（４）別表 Aを用いて，新鋳貨単位のそれに換算する．換算後に出てくる NP額と NG額は切り捨て
る．ただし，個々の償却一時金額が上記別表 Aに記載されていない場合，（ ）一旦それを同表記載
の金額に（例えば，２０AT２０AGを１８AT＋２AT２０AGに）分割し，それらをそれぞれの新鋳貨額に換
算する．換算後に出てくる NP額は切り捨てる．（）換算された NT額と NG額との合計額から，NG
額を切り捨てる．新貨幣制度による協定については，原表の Tを，数値はそのままで NTに書き換
えるとともに，NG額と NP額をすべて切り捨てる．このやや乱暴な操作によって，NTを共通単位
とする償却一時金概算額が，全協定について得られる．もちろん，ここで算出された金額は，AP額
全部と AG額の一部の切り捨て，および，NG額・NP額全部の切り捨て（旧鋳貨単位の金額の換
算・加算後のそれを含む）によって，正確な換算値よりもいくらか小さくなる．
以下の第１－第５表は，上記６種目の封建的諸義務償却一時金概算額を種目別・村別に示し，その
種目について（賦役にあっては種類についても）複数の協定がある場合には，合計額を計算したもの
である．ただし，第４表（貨幣貢租）は想定償却一時金額を示し，第５表は放牧権と地役権を一括し
ている．その場合，表中の（Ⅰ）の数値は本稿第５節第２表（１８３８年承認の第９０２号協定）を，（Ⅱ）
は第６節第５表（１８３９年第１１６３号）を，（Ⅲ）は第２節第６表（１８４０年第１６５９号）を，（Ⅳ）は第３節
第８表（１８４０年第１６６０号）を，（Ⅴ）は第７節第３表（１８４７年第６４７０号）を，（Ⅵ）は第８節第１表
（１８４８年第６８３４号）を，（Ⅶ）は第４節第４表（１８５１年第８１７３号）を，（Ⅷ）は第９節第１６表（１８５４年
第１０６７７号）を基礎としている．また，これらの協定に記録された村落名のうち，リンバッハを ，
ケンドラーを，オーバーフローナを，ブロインスドルフを，ケーテンスドルフを，ミッテル
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フローナを ，ブルカースドルフを，ニーダーフローナを，ライヒェンブランドを，グリュー
ナを，モースドルフを xi，ゲッパースドルフを xiiと略記する．各表中の順序は協定のとおりであ
る．ある種目（賦役の場合には種類）で１協定が１村だけに係わる場合，合計額欄は設けなかった．
なお，（Ⅱ）（ ）の「土地」は「耕地」とし，（Ⅴ）（）の義務者内訳は一部修正した．
第１表 賦役償却一時金の種目別・村別合計額
（ａ）連畜賦役
（Ⅰ）（）（１８フーフェ地）≒７０AT２０AG≒７２NT
（）（１０フーフェ地）＋（）（２０フーフェ地）合計額（３０フーフェ地）≒８３AT８AG≒８５NT
（）（１フーフェ地）≒８AT８AG≒８NT
４村（，－）合計額（４９フーフェ地）≒１６２AT１２AG≒１６７NT
（Ⅱ）（）（８フーフェ地）≒１，６４７AT２２AG≒１，６９３NT
（	）（１５フーフェ地）≒３，１３５AT１０AG≒３，２２２NT
（ ）（５フーフェ地）≒１，１６２AT１２AG≒１，１９４NT
（）（１１フーフェ地）≒１，６２５AT−AG≒１，６７０NT
４村（，	，， ）合計額（３９フーフェ地）≒７，５７０AT２０AG≒７，７８１NT
（Ⅲ）（
）（６園地）≒３４３AT１８AG≒３５３NT
（ｂ）手賦役
（Ⅰ）（）（１０フーフェ地）≒２０AT２０AG≒２１NT
（Ⅱ）（）（４フーフェ地と１家屋）≒２８９AT１４AG≒２９７NT
（	）（４フーフェ地と３園地）≒２７７AT１２AG≒２８５NT
（ ）（３フーフェ地と１「耕地」）≒２６６AT１６AG≒２７４NT
（）（３フーフェ地）≒１５０AT−AG≒１５４NT
（
）（１園地）≒１８AT１８AG≒１９NT
５村（－	，， ）合計額（１４フーフェ地，４園地，１家屋と１「耕地」）≒１，００２AT１２AG≒１，０３０NT
（Ⅲ）（）（１５４家屋）≒２，８６７AT２３AG≒２，９４７NT
（）（１園地と７４家屋）≒１，２８４AT９AG≒１，３２０NT
（
）（６園地と５家屋）≒２５６NT
３村（，
，）合計額（７園地と２３３家屋）≒４，５２３NT
（Ⅳ）（	）（８園地，４６家屋と１水車）＝５７０AT２０AG≒５８６NT
（ ）（１園地と２３家屋）≒２４６AT２AG≒２５２NT
（）（２園地と５家屋）＝１０３AT３AG≒１０５NT
３村（	，， ）合計額（１１園地，７４家屋と１水車）≒９２０AT１AG≒９４５NT
（ｃ）特殊な賦役
（Ⅲ）（）（１水車）４００AT−AG≒４１１NT
（ｄ）賦役合計（ａ＋ｂ＋ｃ）
１８３騎士領リンバッハ（西ザクセン）における領主制地代の償却（７・完）
－７１－
（Ⅰ）（ ）（２８フーフェ地）≒９１AT１６AG≒９４NT
（）（１０フーフェ地）＋（）（２０フーフェ地）２村合計額（３０フーフェ地）≒８３AT８AG≒８５NT
（）（１フーフェ地）≒８AT８AG≒８NT
４村（， －）合計額（５９フーフェ地）≒１８３AT８AG≒１８８NT
（Ⅱ）（）（１２フーフェ地と１家屋）≒１，９３７AT１２AG≒１，９９１NT
（）（１９フーフェ地と３園地）≒３，４１２AT２２AG≒３，５０７NT
（）（８フーフェ地と１「耕地」）≒１，４２９AT４AG≒１，４６８NT
（）（１４フーフェ地）≒１，７７５AT−AG≒１，８２４NT
（	）（１園地）≒１８AT１８AG≒１９NT
５村（－，，）合計額（５３フーフェ地，４園地，１家屋と１「耕地」）≒８，５７３AT８AG≒８，８１１NT
（Ⅲ）（）（１５４家屋と１水車）≒３，２６７AT２３AG≒３，３５８NT
（）（１園地と７４家屋）≒１，２８４AT９AG≒１，３２０NT
（	）（６園地と５家屋）≒５９２AT２３AG≒６０９NT
３村（，	，）合計額（７園地，２３３家屋と１水車）≒５，１４５AT７AG≒５，２８８NT
（Ⅳ）（）（８園地，４６家屋と１水車）＝５７０AT２０AG≒５８６NT
（）（１園地と２３家屋）≒２４６AT２AG≒２５２NT
（）（２園地と５家屋）＝１０３AT３AG≒１０５NT
３村（，，）合計額（１１園地，７４家屋と１水車）≒９２０AT１AG≒９４５NT
第２表 現物貢租償却一時金の村別合計額
（Ⅳ）（）（１０フーフェ地と１園地）≒１，１７８AT３AG≒１，２１０NT
（xi）（１フーフェ地）≒１２７AT１０AG≒１３０NT
（
）（１フーフェ地と１園地）≒６AT６AG≒６NT
（xii）（１水車）≒３AT３AG≒３NT
４村（，
，xi, xii）合計額（１２フーフェ地，２園地と１水車）≒１，３１４AT２２AG≒１，３５１NT
第３表 保有移転貢租償却一時金の村別合計額
（Ⅴ）（）（９「農民」地，５園地，１５５家屋，１建築用地，１水車，１「耕地と採草地」および１１
「耕地」）＝４，５８７NT−NG＝４，５８７NT
（	）（７園地と２家屋）＝２９６NT２０NG≒２９６NT
（）（１１「農民」地，１３園地，２４家屋，１建築用地，２水車と１５「耕地」）＝２，１５５NT７NG≒
２，１５５NT
（）（１「農民」地と７家屋）＝２２７NT２NG≒２２７NT
（）（７「農民」地，４園地，６３家屋と１水車）＝１，７２７NT７NG≒１，７２７NT
（）（４家屋）＝２５NT２７NG≒２５NT
（
）（１「農民」地）＝１１２NT２７NG≒１１２NT
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７村（ －）合計額（２９「農民」地，２９園地，２５５家屋，２建築用地，４水車，１「耕地と採
草地」および２６「耕地」）＝９，１３２NT２NG≒９，１３２NT
（Ⅶ）（ ）（５農民地，３５家屋，２「耕地」，１「採草地と池」および１「耕地，採草地と池」）＝１，０３８
NT１０NG≒１，０３８NT
（）（１園地と１家屋）＝１１２NT５NG≒１１２NT
（）（４農民地，１２家屋および１「採草地と森林」）＝２２０NT１５NG≒２２０NT
３村（ ，，）合計額（９農民地，１園地，４８家屋，２「耕地」，１「採草地と池」，１「採
草地と森林」および１「耕地，採草地と池」）＝１，３７１NT−NG＝１，３７１NT
第４表 貨幣貢租想定償却一時金の村別合計額
（Ⅷ）（ ）（１１農民地，３園地，１４６家屋と２水車）≒１０，９８６NT１７NG≒１０，９８６NT
（）（７園地と５家屋）＝３４５NT−NG＝３４５NT
（）（１９農民地，１１園地，４２家屋，３水車，１宿屋および２「耕地と採草地」）≒２，６３５NT７
NG≒２，６３５NT
（）（１４農民地，４園地と３９家屋）≒１，４２２NT２NG≒１，４２２NT
（）（６農民地，２園地，２４家屋と１水車）＝４２９NT１５NG≒４２９NT
（）（１農民地，２園地と６家屋）≒１４０NT７NG≒１４０NT
（）（１農民地，１園地と１家屋）＝１００NT５NG≒１００NT
７村（ －）合計額（５２農民地，２７園地，２１２家屋，６水車，１宿屋および２「耕地と採草
地」）＝１６，０５８NT２５NG≒１６，０５８NT
第５表 放牧権・地役権償却一時金の村別合計額
（Ⅵ）（ ）（騎士領領主）≒５８５NT２NG≒５８５NT
（注１）ザイデルは次のように述べている．リンバッハ，オーバーフローナ，ミッテルフローナとケーテンスドルフの土
地所有者が騎士領に給付すべきであった連畜賦役が，それと結び付いた手賦役とともに，１８３６年に和解によって償却
された．また，家屋に課される手賦役も，償却されることになり，全国償却委員会が同年に協定を調査し，あるい
は，補償を決定する．Seydel１９０８，S．４２３．しかし，これらの記述は問題であろう．なぜなら，第１の文章に関して
言えば，全国償却委員会は３２年償却法によって，償却・共同地分割に関するすべての協定を承認し，発効させる権限
を与えられており，この権限は，全国償却委員会への一方の当事者の提議に基づいて特別委員会の仲介で作成された
協定ばかりでなく，当事者相互間の合意のみによって作成された協定にも，及んでいたからである．Groß １９６８，
S．１０９．ところが，上記の２文章に記された，３６年の両当事者の和解による連畜賦役・手賦役償却協定も，全国償却
委員会の仲介による手賦役償却協定も，同委員会文書に含まれていない．また，リンバッハに関連するけれども，騎
士領リンバッハには関係しない同委員会文書４編の協定については，本稿第９節 （注１）で言及した．ただし，拙
稿，「ザクセンにおける封建的諸義務の償却に関する法的諸規定」，本誌本号，第２節本文末尾で述べたような，全国
委員会による承認を得ないで締結された私的償却協定が，この騎士領に関連して締結されたとは，確証されないの
で，このような協定は存在しない，と私は想定する．
１８５騎士領リンバッハ（西ザクセン）における領主制地代の償却（７・完）
－７３－
  封建的諸義務償却一時金の合計額
封建的諸義務６種目の償却一時金合計額についての本節第１－第５表を基礎にして，全封建的諸義
務償却一時金の種目別・村別合計額を計算し，それらの比較を試みよう．まず，償却協定別にまとめ
たものが，第６表である．賦役についてだけは種類別合計額も併記した．この比較の前提として，最
初の償却協定が締結された１８３７年から，最後の償却協定が締結された１８５３年までの１６年間に，個々の
封建的諸義務の償却評価額の基礎となる物価は変動しなかった，と想定されている．
第６表で各種目の償却一時金合計額の次の（ ）は，封建的諸義務償却一時金全体に占める比率を
表す（賦役にあっては３種類のそれも記載）．同一種目（賦役においては同一種類）が複数の協定に
よって償却された場合には，各協定で償却された金額が，その種目（ないし種類）の合計額に占める
比率を，各行の最後に〈 〉で示した．それらの百分率はいずれも，小数点以下第１位を四捨五入し
たものである．この百分率表示方式は以下同様である．
第６表 封建的諸義務償却一時金全体の種目別構成
（Ａ）賦役
（ａ）連畜賦役
（Ⅰ）４村合計額（４９フーフェ地）≒１６７NT〈２％〉
（Ⅱ）４村合計額（３９フーフェ地）≒７，７８１NT〈９４％〉
（Ⅲ）１村合計額（６園地）≒３５３NT〈４％〉
連畜賦役合計額≒８，３０１NT（１９％）〈１００％〉
（ｂ）手賦役
（Ⅰ）１村合計額（１０フーフェ地）≒２１NT〈０％〉
（Ⅱ）５村合計額（１４フーフェ地，４園地，１家屋と１「耕地」）≒１，０３０NT〈１６％〉
（Ⅲ）３村合計額（７園地と２３３家屋）≒４，５２３NTI〈６９％〉
（Ⅳ）３村合計額（１１園地，７４家屋と１水車）≒９４５NT〈１４％〉
（注２）１８３３－１９１７年について，松尾１９９０，pp．２６６－２６７を参照．ただし，全体で２５，０００件を超える償却提議・決済件数
の中で，狩猟権のそれは僅か２件にすぎなかった．
（注３）１６世紀にザクセンは銀貨ターラーをドイツで初めて鋳造した．１７６３年の七年戦争敗北後は，計算単位はターラー
にしたままで，オーストリアを中心に普及していた２０グルデン本位制，いわゆる協定本位制の体制を取った．しか
し，ザクセンはドイツ関税同盟加入の後，フランス革命の一結果としての十進法本位制を，１８３８年の鋳貨会議で提案
した．その提案が否決されると，ザクセンはプロイセンの１４ターラー本位制を基本的に受け入れ，４０年の鋳貨法を制
定した．ただし，プロイセンでは１グロッシェンは依然として１２プフェニヒであったが，ザクセンでは１グロッシェ
ンが１０プフェニヒとされた．Schmidt１９６６，S．１５６－１５７．
（注４）Verordnung zu Ausführung des Gestzes vom 21. dieses Monats, das in Folge der neuen Münzverfassung festzustellende
Verhältniß der künftigen Landesmünzen zu den zeitherigen, ingleichen zu andern Währungen, sowie die daraus für den
Geldverkehr im Allgemeinen abzuleitenden Verbindlichkeiten betr., vom 23. 7. 1840. なお，新旧貨幣制度について，本稿第
１節 （注３）をも参照．
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手賦役合計額≒６，５１９NT（１５％）〈１００％〉
（ｃ）特殊な賦役
（Ⅲ）１村合計額（１水車）≒４１１NT（１％）〈１００％〉
（ｄ）協定別賦役合計額
（Ⅰ）４村合計額（５９フーフェ地）≒１８８NT〈１％〉
（Ⅱ）５村合計額（５３フーフェ地，４園地，１家屋と１「耕地」）≒８，８１１NT〈５８％〉
（Ⅲ）３村合計額（７園地，２３３家屋と１水車）≒５，２８８NT〈３５％〉
（Ⅳ）３村合計額（１１園地，７４家屋と１水車）≒９４５NT〈６％〉
賦役合計額≒１５，２３２NT（３５％）〈１００％〉
（Ｂ）現物貢租
（Ⅳ）４村合計額（１２フーフェ地，２園地と１水車）≒１，３５１NT（３％）〈１００％〉
（Ｃ）保有移転貢租
（Ⅴ）７村合計額（２９「農民」地，２９園地，２５５家屋，２建築用地，４水車，１「耕地と採草
地」および２６耕地）≒９，１３２NT〈８７％〉
（Ⅶ）３村合計額（９農民地，１園地，４８家屋，２「耕地」，１「採草地と池」，１「採草地と森
林」および１「耕地，採草地と池」）＝１，３７１NT〈１３％〉
保有移転貢租合計額≒１０，５０３NT（２４％）〈１００％〉
（Ｄ）貨幣貢租
（Ⅷ）７村合計額（５２農民地，２７園地，２１２家屋，６水車，１宿屋および２「耕地と採草地」）≒
１６，０５８NT（３７％）〈１００％〉
（Ｅ）放牧権・地役権
（Ⅵ）１村合計額（騎士領領主）≒５８５NT（１％）〈１００％〉
封建的諸義務償却一時金の６種目合計額≒４３，７２９NT（１００％）
第６表はまず，封建的諸義務償却一時金全体の種目別構成について次のことを明らかにする．封建
的諸義務６種目の中で第１位を占めるものは，３７％の貨幣貢租である．３５％の賦役がそれにきわめて
近く（賦役の中では連畜賦役［１９％］が手賦役［１５％］を凌駕している），２４％の保有移転貢租が第
３位である．以上の３種目だけで圧倒的な比率（９６％）を占め，残りの現物貢租（３％）と放牧権・
地役権（１％）の割合はきわめて小さい（１）．しかも，６種目の中の放牧権・地役権（１％）だけは騎
士領領主がリンバッハの農民２人から買い戻したのに対して，封建的諸義務償却一時金のほぼすべ
て，すなわち，９９％は領主制地代として領民が騎士領領主に償却したのであった（２）．
第６表はまた，種目別償却の時間的経過について次のことを示している．第１に，賦役（封建的諸
義務償却一時金全体の３５％）の大部分は１８３９年（Ⅱ＝賦役全体の５８％）と４０年（Ⅲ＝同３５％）に償却
された．それは，連畜賦役のほとんどが３９年（Ⅱ＝連畜賦役全体の９４％）に，また，手賦役の多くが
４０年（Ⅲ＝手賦役全体の６９％）に償却されたからである．第２に，保有移転貢租（封建的諸義務全体
の２４％）は大部分が４７年（Ⅴ＝保有移転貢租の８７％）に廃止された．第３に，貨幣貢租（封建的諸義
１８７騎士領リンバッハ（西ザクセン）における領主制地代の償却（７・完）
－７５－
務全体の３７％）はすべてが５４年（Ⅷ）に償却された．これら３種の領主制地代の償却額が５０％を超え
たのは，賦役合計で３９年（連畜賦役で３９年，手賦役で４０年），保有移転貢租で４７年，貨幣貢租で５４年
であった．この事情は，３１年償却法が賦役について，４６年の償却法補充法が保有移転貢租に関して，５１
年の償却法補充法が貨幣貢租について，一方の当事者の提議による償却を認めたことと深く関連して
いる．償却の大部分を提議したのは，義務者たる領民であった．
封建的諸義務償却一時金全体について償却の時間的経過を示すものが，第７表である．各承認年の
（ ）の％は，封建的諸義務償却一時金額全体に占める比率を，〈 〉の％はこの比率の累積数字を
示している．なお，償却地代の多くが，場合によってはほぼ全額が，それぞれの償却協定の承認後に
地代銀行に委託されたが，地代銀行委託額を私は本稿で問題にしなかった．
第７表 封建的諸義務償却の時間的経過
１８３８年（Ⅰ） １８８NT（ ０％）〈 ０％〉
１８３９年（Ⅱ） ８，８１１NT（２０％）〈２０％〉
１８４０年（Ⅲ＋Ⅳ） ７，５８４NT（１７％）〈３７％〉
１８４７年（Ⅴ） ９，１３２NT（２１％）〈５８％〉
１８４８年（Ⅵ） ５８５NT（ １％）〈５９％〉
１８５１年（Ⅶ） １，３７１NT（ ３％）〈６２％〉
１８５４年（Ⅷ） １６，０５８NT（３７％）〈９９％〉
１８３８－５４年合計額 ４３，７２９NT（１００％）〈１００％〉
最高額が償却されたのは，１８５４年であり，それに４７年，３９年と４０年が続いた．この４年だけで全体
の９５％を占めている．３８年に始まった償却が５０％を超えたのは，三月革命直前の４７年であり，５４年に
償却は完了した（３）．
第１－第５表の種目別数値を１２村別に組み替え，まとめたものが，第８表である．各村合計額の次
の（ ）は，封建的諸義務償却一時金の１２村合計額に占める比率を，各行最後の〈 〉は，各村合計
額に占める比率を表す．
第８表 封建的諸義務償却一時金の村別・種目別合計額
（ ）リンバッハ
（Ａ）賦役
（Ａａ）連畜賦役
（Ⅱ）（８フーフェ地）≒１，６９３NT〈８％〉
（Ａｂ）手賦役
（Ⅱ）（４フーフェ地と１家屋）≒２９７NT〈１％〉
（Ⅲ）（１５４家屋）≒２，９４７NT〈１３％〉
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手賦役合計額≒３，２４４ＮＴ〈１４％〉
（Ａｃ）特殊な賦役
（Ⅲ）（１水車）≒４１１NT〈２％〉
（Ａｄ）協定別賦役合計額
（Ⅱ）（１２フーフェ地と１家屋）≒１，９９１NT〈９％〉
（Ⅲ）（１５４家屋と１水車）≒３，３５８NT〈１５％〉
賦役合計額≒５，３４９NT〈２４％〉
（Ｃ）保有移転貢租
（Ⅴ）（９「農民」地，５園地，１５５家屋，１建築用地，１水車，１「耕地と採草地」および１１
「耕地」）＝４，５８７NT〈２０％〉
（Ⅶ）（５農民地，３５家屋，２「耕地」，１「採草地と池」および１「耕地，採草地と池」）≒１，０３８
NT〈５％〉
保有移転貢租合計額≒５，６２５NT〈２５％〉
（Ｄ）貨幣貢租
（Ⅷ）（１１農民地，３園地，１４６家屋と２水車）≒１０，９８６NT〈４９％〉
（Ｅ）放牧権・地役権
（Ⅵ）（騎士領領主）≒５８５NT〈３％〉
村合計額≒２２，５４５NT（５２％）〈１００％〉
（ ）ケンドラー
（Ａ）賦役
（Ａａ）連畜賦役
（Ⅲ）（６園地）≒３５３NT〈２６％〉
（Ａｂ）手賦役
（Ⅱ）（１園地）≒１９NT〈１％〉
（Ⅲ）（６園地と５家屋）≒２５６NT〈１９％〉
手賦役合計額≒２７５NT〈２０％〉
（Ａｄ）協定別賦役合計額
（Ⅱ）（１園地）≒１９NT〈１％〉
（Ⅲ）（６園地と５家屋）≒６０９NT〈４４％〉
賦役合計額≒６２８NT〈４５％〉
（Ｃ）保有移転貢租
（Ⅴ）（７園地と２家屋）≒２９６NT〈２１％〉
（Ⅶ）（１園地と１家屋）≒１１２NT〈８％〉
保有移転貢租合計額≒４０８NT〈３０％〉
（Ｄ）貨幣貢租
（Ⅷ）（７園地と５家屋）＝３４５NT〈２５％〉
１８９騎士領リンバッハ（西ザクセン）における領主制地代の償却（７・完）
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村合計額≒１，３８１NT（３％）〈１００％〉
（ ）オーバーフローナ
（Ａ）賦役
（Ａａ）連畜賦役
（Ⅱ）（１５フーフェ地）≒３，２２２NT〈３６％〉
（Ａｂ）手賦役
（Ⅱ）（４フーフェ地と３園地）≒２８５NT〈３％〉
（Ⅳ）（８園地，４６家屋と１水車）≒５８６NT〈７％〉
手賦役合計額≒８７１NT〈１０％〉
（Ａｄ）協定別賦役合計額
（Ⅱ）（１９フーフェ地と３園地）≒３，５０７NT〈３９％〉
（Ⅳ）（８園地，４６家屋と１水車）≒５８６NT〈７％〉
賦役合計額≒４，０９３NT〈４６％〉
（Ｃ）保有移転貢租
（Ⅴ）（１１「農民」地，１３園地，２４家屋，１建築用地，２水車と１５「耕地」）≒２，１５５NT〈２４％〉
（Ｄ）貨幣貢租
（Ⅷ）（１９農民地，１１園地，４２家屋，３水車，１宿屋および２「耕地と採草地」）≒２，６３５NT
〈３０％〉
村合計額≒８，８８３NT（２０％）〈１００％〉
（）ブロインスドルフ
（Ａ）賦役
（Ａａ）連畜賦役
（Ⅰ）（１フーフェ地）≒８NT〈２％〉
（Ａｂ）手賦役
（Ⅳ）（２園地と５家屋）≒１０５NT〈２２％〉
（Ａｄ）協定別賦役合計額
（Ⅰ）（１フーフェ地）≒８NT〈２％〉
（Ⅳ）（２園地と５家屋）≒１０５NT〈２２％〉
賦役合計額≒１１３NT〈２４％〉
（Ｃ）保有移転貢租
（Ⅴ）（１「農民」地と７家屋）≒２２７NT〈４７％〉
（Ｄ）貨幣貢租
（Ⅷ）（１農民地，２園地と６家屋）≒１４０NT〈２９％〉
村合計額≒４８０NT（１％）〈１００％〉
（）ケーテンスドルフ
（Ａ）賦役
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（Ａａ）連畜賦役
（Ⅱ）（１１フーフェ地）≒１，６７０NT〈２６％〉
（Ａｂ）手賦役
（Ⅱ）（３フーフェ地）≒１５４NT〈２％〉
（Ⅲ）（１園地と７４家屋）≒１，３２０NT〈２０％〉
手賦役合計額≒１，４７４NT〈２３％〉
（Ａｄ）協定別賦役合計額
（Ⅱ）（１４フーフェ地）≒１，８２４NT〈２８％〉
（Ⅲ）（１園地と７４家屋）≒１，３２０NT〈２０％〉
賦役合計額≒３，１４４NT〈４８％〉
（Ｃ）保有移転貢租
（Ⅴ）（７「農民」地，４園地，６３家屋と１水車）≒１，７２７NT〈２７％〉
（Ⅶ）（４農民地，１２家屋および１「採草地と森林」）≒２２０NT〈３％〉
保有移転貢租合計額≒１，９４７NT〈３０％〉
（Ｄ）貨幣貢租
（Ⅷ）（１４農民地，４園地と３９家屋）≒１，４２２NT〈２２％〉
村合計額≒６，５１３NT（１５％）〈１００％〉
（ ）ミッテルフローナ
（Ａ）賦役
（Ａａ）連畜賦役
（Ⅱ）（５フーフェ地）≒１，１９４NT〈３５％〉
（Ａｂ）手賦役
（Ⅱ）（３フーフェ地と１「耕地」）≒２７４NT〈８％〉
（Ⅳ）（１園地と２３家屋）≒２５２NT〈７％〉
手賦役合計額≒５２６NT〈１６％〉
（Ａｄ）協定別賦役合計額
（Ⅱ）（８フーフェ地と１「耕地」）≒１，４６８NT〈４３％〉
（Ⅳ）（１園地と２３家屋）≒２５２NT〈７％〉
賦役合計額≒１，７２０NT〈５１％〉
（Ｂ）現物貢租
（Ⅳ）（１０フーフェ地と１園地）≒１，２１０NT〈３６％〉
（Ｃ）保有移転貢租
（Ⅴ）（４家屋）≒２５NT〈１％〉
（Ｄ）貨幣貢租
（Ⅷ）（６農民地，２園地，２４家屋と１水車）≒４２９NT〈１３％〉
村合計額≒３，３８４NT（８％）〈１００％〉
１９１騎士領リンバッハ（西ザクセン）における領主制地代の償却（７・完）
－７９－
（ ）ブルカースドルフ
（Ｂ）現物貢租
（Ⅳ）（１フーフェ地と１園地）≒６NT〈３％〉
（Ｃ）保有移転貢租
（Ⅴ）（１「農民」地）≒１１２NT〈５１％〉
（Ｄ）貨幣貢租
（Ⅷ）（１農民地，１園地と１家屋）≒１００NT〈４６％〉
村合計額≒２１８NT（０％）〈１００％〉
（）ニーダーフローナ
（Ａ）賦役
（Ａａ）連畜賦役
（Ⅰ）（１８フーフェ地）≒７２NT〈７７％〉
（Ａｂ）手賦役
（Ⅰ）（１０フーフェ地）≒２１NT〈２２％〉
（Ａｄ）協定別賦役合計額
（Ⅰ）（２８フーフェ地）≒９４NT〈１００％〉
村合計額≒９４NT（０％）〈１００％〉
（）ライヒェンブランド＋（）グリューナ
（Ａ）賦役
（Ａａ）連畜賦役
（Ⅰ）ライヒェンブランド（１０フーフェ地）
（Ⅰ）グリューナ（２０フーフェ地）
（Ⅰ）２村合計額（３０フーフェ地）≒８５NT〈１００％〉
（Ａｄ）協定別賦役合計額
（Ⅰ）２村賦役合計額（３０フーフェ地）≒８５NT〈１００％〉
２村合計額≒８５NT（０％）〈１００％〉
（ı）モースドルフ
（Ｂ）現物貢租
（Ⅳ）（１フーフェ地）≒１３０NT〈１００％〉
村合計額≒１３０NT（０％）〈１００％〉
（ı）ゲッパースドルフ
（Ｂ）現物貢租
（Ⅳ）（１水車）≒３NT〈１００％〉
村合計額≒３NT（０％）〈１００％〉
封建的諸義務償却一時金の１２村合計額≒４３，７１６NT（１００％）
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第８表の１２村合計金額は第６表の６種目合計金額よりいくらか小さい．すなわち，前者は後者の
９９．９９７％である．しかし，これは，本節で換算の際に各村の各種目償却一時金合計の AP額，NP
額，NG額を切り捨てたことから生じた誤差である．例えば，第１表（ａ）の（Ⅰ）で， と－
のそれぞれの一時金額を加算すると，１６５NTになるけれども，同表（Ⅰ）の４村合計は１６７NTと
なっている．この程度の誤差は，本節で示している比率（小数点以下第１位を四捨五入した数値）か
ら見れば，問題とするに足りないであろう．なお，第８表の百分率は同表の合計額を基準にしてい
る．
第８表の合計額から見ると，封建的諸義務償却一時金の過半を負担するのは，（）（５２％）であり，
（）（２０％）はそれよりも遙かに小さく，それに続くのが，（）（１５％），（）（８％），（）（３％），
（ ）（１％）であり，（	），（），（
）＋（），（ı）と（ı）の６村は０％である．しかしなが
ら，封建的諸義務償却一時金各種目の地位は各村で著しく異なる．１２村の負担の過半を負担する
（）リンバッハでは，貨幣貢租が村合計額の４９％を占めて，最大の種目である．次は２５％の保有移
転貢租で，それより僅かに低いのが，賦役の２４％である．ここの賦役では，１４％の手賦役が８％の連
畜賦役よりも大きい．１２村中第２位の（）オーバーフローナでは，賦役が村合計額の４６％を占め，
リンバッハのそれの比率の約２倍である．その賦役の中では３６％の連畜賦役が１０％の手賦役を圧倒し
ている．３０％の貨幣貢租はリンバッハのそれの比率よりも非常に低く，２４％の保有移転貢租はリン
バッハとほぼ同等である．１２村中第３位の（）ケーテンスドルフでは，賦役の割合が村合計額の４８％
に達し，上記オーバーフローナのそれよりも高い．そして，連畜賦役の２６％が手賦役の２３％よりもや
や高い．ここでは３０％の保有移転貢租が２２％の貨幣貢租を上回る．第４位の（）ミッテルフローナ
では，賦役が村合計額の５１％に及ぶ．しかも，連畜賦役が３５％で，１６％の手賦役より遙かに大きい．
さらに，ここでは，上記３村に見られなかった現物貢租が，３６％を占める．他方では，貨幣貢租は１３％
にすぎず，保有移転貢租は僅か１％である．第５位の（）ケンドラーでは，賦役が村合計額の４５％
に達し，しかも，連畜賦役の比率が手賦役より高い．第６位の（ ）ブロインスドルフでは，保有移
転貢租の割合が４７％を占める．第７位は，村合計額が全封建的諸義務償却一時金合計額から見ると，
いずれも０％となる６村である．ところが，この６村の事情も同じではない．まず，（	）ブルカー
スドルフにおける保有移転貢租の割合は，（ ）よりも高い５１％である．（）と（
）＋（）ではす
べてが賦役であり，しかも，連畜賦役が（）で７７％，（
）＋（）に至っては，１００％を占める．そ
れに対して，（ı）と（ı）の領主制地代は現物貢租のみであった．
また，１２村中の主要な４村で償却額が各村全体の５０％を超えた時期を見てみると，貨幣貢租の割合
が大きい（）では，それの償却の遅れのために１８５４年であった．賦役の割合の大きい村々は，それ
の早期の償却に影響されて，（）と（）は４７年，（）はさらに早く４０年であった．
付言すれば，騎士領領主はリンバッハの農民から放牧権・地役権を買い戻したが，それは同村償却
一時金合計額の３％にすぎなかった．また，騎士農場以外に２個の騎士領領主所有地があったけれど
も，その中のケーテンスドルフの酒店の賦役は無償で廃止された．そして，オーバーフローナの１農
民地の貨幣貢租について騎士領領主が支払うべき貨幣貢租の償却一時金額も，同村合計額の０％で
あった．したがって，全村において封建的諸義務の圧倒的大部分を，しばしば全部を領主制地代とし
１９３騎士領リンバッハ（西ザクセン）における領主制地代の償却（７・完）
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て償却したのは，領民であった．
なお，騎士領リンバッハが一円的に支配した集落は，ケーテンスドルフ，リンバッハ，オーバーフ
ローナの３村であった（４）．そして，この３村が，封建的諸義務償却一時金全体の８７％を負担してい
る．ただし，全体の１％は第６表から騎士領領主による放牧権・地役権買い戻しであったから，３村
領民の償却額は全体の８６％になる．しかも，この騎士領は一円支配集落以外の９村からも，合計して
封建的諸義務全体の１２％を収取していたのである．
さらに，騎士領リンバッハは牧羊場を持ち，７村の土地の狩猟権を把持していた，と同時代文献は
記している（５）．当時のザクセンで興隆した牧羊業の基礎は，騎士領が所属村落の農民耕地に大量の羊
毛用羊を放牧する権利であった（６）．しかし，「リンバッハ裁判所の諸権利についての１８０２年の台帳」
によれば，騎士領リンバッハでは御館奉公人が「台所用羊」（自家消費用肉羊）を飼育していたにす
ぎず，ケンドラーには騎士領の羊用牧草地もあった．そのために本騎士領の領民の土地は騎士領の羊
放牧権に服していなかった（７）．したがって，償却さるべき羊放牧権は，ここには存在しなかった．ま
た，狩猟権（８）は下級行政官庁への提議を通じて償却されたのであろう．それに関する償却協定は，全
国委員会文書としては存在しない．上記「１８０２年の台帳」によれば，領民は狩猟賦役を果たさねばな
らなかった（９）．この賦役は三月革命期まで金納化されず，４９年の「ドイツ国民の基本権公布令」に
よって無償で廃止された，と考えられる．なぜなら，５３／５４年の貨幣貢租償却協定（本稿第９節）に
狩猟賦役代納金の項目がなく，その中に狩猟賦役代納金を含みうる賦役代納金も，本稿第９節第１６表
が示すように，貨幣貢租全体の１％を占めるにすぎないからである．
ところで，ザクセン王国で１８３８－４３年に実施された検地と土地査定に基づいて，一筆毎の「純益」
が算定された．そして，４３年地租法は１ターラーの「純益」を３「地租単位」と表現した（１０）．騎士領
リンバッハを見ると，その地租単位は８，１６４であった（１１）．したがって，この騎士領の純益は１年に２，７２１
ターラーであった．他方で，この騎士領は１８３７／３８年から５３／５４年までの１６年間の償却事業によっ
て，償却地代（償却一時金および，地代銀行証券と地代端数の規定倍額）を獲得した．その金額は，
第６表によれば，封建的諸義務償却一時金合計約４３，７２９ターラーから，放牧権・地役権買い戻しのた
めの約５８５ターラーを差し引いた約４３，１４４ターラーである．しかし，本稿第９節 冒頭で記したよう
に，貨幣地代を２０倍の一時金によって一括して支払う義務者も少なくなかった，などの理由から，騎
士領領主が実際に受け取ったのは，上記約４３，１４４ターラーよりも小さかったはずである．騎士領領主
受領額が４万ターラーであった，と仮定すると，１６年間の平均額は２，５００ターラーとなる．これは当
騎士領の年間純益の９２％にも達する．
最後に，この所領領民が１８３０年代初頭の「九月騒乱」期と１８４８／４９年の三月革命期に提起した要求
と，封建地代償却の進行との関連を見てみよう．「九月騒乱」期については，残されている唯一の資
料，「靴下編工・間借人から提出された請願書への回答」から判断すれば，織機貢租，紡糸貢租と賦
役代納金の完全廃止あるいは軽減が要求された，と考えられる（１２）．この中の織機貢租と紡糸貢租は，
本稿第９節の貨幣貢租に含まれないから，領主裁判権に基づく義務として，５１年償却法補充法によっ
て，義務者にとっては無償で，廃止されたであろう．三月革命期には，多くの領民が加入した，リン
バッハとケーテンスドルフの祖国協会が，邦議会への請願書に署名した．これらの共同請願書は，騎
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士領領主＝農民関係に直接関連する要求項目を含んではおらず，４８年１２月に選挙された邦議会への断
固たる支持，という政治的立場を表明している．これは，４８年１１月に大幅に改正された選挙法に基づ
いて実施された邦議会選挙において，祖国協会を中心とする民主派が上・下両院で圧勝したが，この
選挙の直前に祖国協会の農業綱領が修正され，証明不可能な封建的諸負担の無償廃棄を要求すること
になった事実と，密接に関連するであろう（１３）．
（注１）義務者を農民だけと前提して，ザクセン全体の提議総件数から見た，償却の年次別・種目別構成についての Groß
１９６８の所説は，拙稿，「法的諸規定」，第２節，本誌本号を参照．騎士領リンバッハに関して償却決済の数だけから
見ると，そして，１６６０号協定を賦役と現物貢租の双方に，６８３４号協定を放牧権と地役権の双方に数えると，種目別決
済総件数は１０（１００％）となり，その中で賦役４（４０％），保有移転貢租２（２０％），現物貢租１（１０％），貨幣貢租１
（１０％），放牧権１（１０％），地役権１（１０％）となる．この数字は Groß１９６８の上記比率と大いに異なる．また，全
国償却委員会の統計では，償却協定決済の最大数は賦役で１８４０年，現物貢租で５５年，貨幣貢租で５２－５４年頃，保有移
転貢租で４９－５３年頃，放牧権で４３年，協定全体で５２－５４年頃であり，協定の累積数が全体の５０％を超えたのは，賦役
で４３年，現物貢租で４８年，貨幣貢租で５４年，保有移転貢租で５２－５３年，放牧権で４４年，協定全体で５２－５３年であっ
た．騎士領リンバッハについては，協定数が少ないので，やや違った角度から考察すると，賦役の償却は１８３８年に始
まり，４０年に完了した．保有移転貢租は４７年に始まり，５１年に終了した．現物貢租，放牧権・地役権と貨幣貢租は４０
年，４８年，５４年にそれぞれ１編の協定でもって完結した．しかも，Groß１９６８は決済件数と封建的諸義務の経済的意
義との関係を全く無視していたのに対して，本節第６表は１騎士領だけに関してではあるが，封建的諸義務償却一時
金全体に占める諸義務６種目（実際には，放牧権と地役権がまとめられている）の割合を示したのである．
（注２）さらに，領主制地代を義務づけられた不動産の中に，２個の騎士領領主所有地があった．①ケーテンスドルフの
酒店（１連畜所有地と１手［賦役］地）の賦役は，その存在が第１１６３号協定第３条 bによって確認されるけれども，
内容不明のその賦役は無償で廃止された．②第１０６７７号協定によれば，オーバーフローナの貨幣貢租は合計で１６，０００
ターラーを超えていたのであるが，同協定一連番号２４９の農民地（騎士領領主が同村に所有する土地）に賦課されて
いた貨幣貢租は，１ターラーにも満たなかった．このように，これら２個の騎士領領主所有地からの償却一時金は全
体の０％であったから，本注を付けた本文の記述は，訂正の必要がないであろう．
（注３）ザクセン全体の提議件数から見た償却の時間的順序についての，Groß１９６８の所説，および，ザクセン全体の年
次別委託地代額に関する，しかも，これらの委託地代がすべて「騎士領所有者に支払われた」，と主張する，Groß
１９６８の所説は，前掲拙稿，「法的諸規定」，第２－第３節，本誌本号を参照．彼の挙げた数字は委託地代額であって，
償却地代額そのものではない．そして，委託地代額が全体の５０％を超えたのは，５３年であった．それに対して，本稿
は Groß１９６８の議論と前提を異にしており，１騎士領の領主＝農民関係のみを対象とし，かつ，本節第７表の封建的
諸義務償却一時金額は，地代銀行に委託されなかった償却金を含む，すべての償却地代の年次別一時金換算額であ
り，騎士領所有者を義務者とするものをも含んでいる．その年次別一時金換算額が全体の５０％を超えたのは，本節に
よれば４７年であった．
（注４）松尾２００１，pp．３０－３１．
（注５）松尾２００１，p．３３．
（注６）拙稿，「ザクセンにおける牧羊業の興隆と衰退」，本誌，３巻２号，１９７１年；拙稿，「ザクセン牧羊業の発展と農
民経済」，大野英二・住谷一彦・諸田實（編），『ドイツ資本主義の史的構造』，有斐閣，１９７２年．
（注７）Seydel１９０８，S．３９４－３９５，３９８．
（注８）当騎士領が狩猟権を把持していたことは，上記「１８０２年の台帳」にも記されている．Seydel１９０８，S．３９５．な
１９５騎士領リンバッハ（西ザクセン）における領主制地代の償却（７・完）
－８３－
お，狩猟権償却協定については，本節 （注２）をも参照．
（注９）Seydel１９０８，S．３９５．
（注１０）松尾１９９０，p．２２０；松尾２００１，p．１８．なお，ザクセン本領地域にある騎士領７００－７１０の地租単位規模別分布
は，松尾１９９０，p．２１０，第６８－第６９表を参照．
（注１１）松尾２００１，p．３０．なお，騎士領リンバッハは１８４６年に von Wallwitzから von Rhödenに，１８５１年に von Rhöden
から von Welckに売却された．その時の騎士領自体の価格は４６年に１０４，０００ターラーであり，５１年には８９，０００ター
ラーであった．Seydel１９０８，S．４４４，４５３．
（注１２）松尾２００１，pp．４４－４５，１４８－１４９．
（注１３）松尾２００１，pp．２０７－２１２，２２１．
松 尾 展 成１９６
－８４－
Ablösungen der Grundlasten auf dem westsächsischen
Rittergut Limbach
Nobushige Matsuo
(Ⅰ) Abschriften der Ablösungsrezessen von Paul Seydel (Vol. 37, No. 3)
(Ⅱ) Ablösungsrezeß Nr. 1659 der sächsischen Generalkommission für Ablösungen und Gemeinheitsteilungen
(Vol. 38, No. 1)
(Ⅲ) Ablösungsrezeß Nr. 1660 der Generalablösungskommission
(Ⅳ) Ablösungsrezeß Nr. 8173 der Generalablösungskommission (Vol. 38, No. 2)
(Ⅴ) Ablösungsrezeß Nr. 902 der Generalablösungskommission
(Ⅵ) Ablösungsrezeß Nr. 1163 der Generalablösungskommission (Vol. 38, No. 3)
(Ⅶ) Ablösungsrezeß Nr. 6470 der Generalablösungskommission
(Ⅷ) Ablösungsrezeß Nr. 6834 der Generalablösungskommission (Vol. 38, No. 4)
(Ⅸ) Ablösungsrezeß Nr. 10677 der Generalablösungskommission (Vol. 39, No. 1)
(Ⅹ) Gesamtsumme aller Grundlastenablösungskapitalien nach den Arten der Verpflichtungen und nach den
pflichtigen Dörfern
(1) Gesamtsumme einzelner Grundlastenablösungskapitalien nach den 6 Arten der Verpflichtungen
(2) Gesamtsumme aller Grundlastenablösungskapitalien
１９７騎士領リンバッハ（西ザクセン）における領主制地代の償却（７・完）
－８５－
